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賃貸人埼玉県（以下「甲」という。）と賃借人【   】1（以下「乙」という。）は、

甲、乙及び丙１【   】2、丙２【   】2、丙３【   】2、丙●【   】2（以

下丙１乃至丙●を併せて「丙ら」という。）が令和●年●月●日付で締結した県営大宮

長山団地再生事業基本協定書（以下「本基本協定」という。）に基づき、甲の所有する

土地を乙が借り受けて行う事業者施設の整備・運営事業（以下「借地事業」という。）

のために、甲が所有する物件表示記載の土地について、借地借家法第２２条に定める

定期借地権設定契約（以下「本契約」という。）を以下の条項に従って締結する。 
なお、甲が公表した「県営大宮長山団地再生事業募集要項」（附属資料を含み、以下

「募集要項」という。）及び募集要項に関する質問回答（募集要項と合わせて、以下

「募集要項等」という。）において定義された用語は、本契約においても同様の意義を

有する。 
 

第１章 基本的事項 
 
（総則） 
第１条  借地事業の内容は、募集要項等、乙及び丙らが項に提出した県営住宅大宮長

山団地再生事業事業提案書（甲からの質問に対する乙及び丙らの回答及び本基本

協定締結までに提出したその他の一切の書類で甲が認めたものを含み、以下「事

業提案書」という。）及び本基本協定により特定される。 
２ 本契約に定める催告、請求、通知、報告、申出、協議、承認、承諾及び解除は、

書面により行わなければならない。 
 
（借地事業の目的） 
第２条 県営大宮長山団地内の創出地（以下「事業用地」という。）において、団地や

周辺地域に貢献するサービスを提供し、団地及び地域住民の安心・安全な暮らし

を支援することを目的とする。 
 
（関係書類の遵守等） 
第３条 甲及び乙は、この契約に定めるもののほか、次の関係書類を遵守するととも

に、借地事業の公益性及び趣旨を尊重し、誠意をもって契約を履行しなければな

らない。 
一 募集要項等 
二 事業提案書 
三 本基本協定 

２ 本契約、本基本協定、募集要項等及び事業提案書の規定に矛盾、齟齬がある場

合、本契約、本基本協定、募集要項等、事業提案書の順にその解釈が優先するも

のとする。 
 
（権利義務の譲渡等） 

                                                   
1 施設所有をする単独応募者又は代表応募者の名称を記載する。 
2 施設を所有しない構成員の名称を記載する。 



 

第４条  乙は、予め甲の事前の承諾を得た場合を除き、以下の各号に定める行為を行

ってはならない。 
一 本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡若しくは転貸し、担保その

他の権利の用に供し、又は本契約上の地位を承継させること 
二 事業者施設その他事業用地の工作物の全部又は一部の所有権の移転 
三 事業者施設その他事業用地の工作物の全部又は一部の担保提供その他の方法

による処分 
四 事業者施設その他事業用地の工作物の再築又は増改築 
五 事業者施設その他事業用地の工作物を事業提案書記載の用途以外に使用する

こと又は使用させること 
六 事業者施設その他事業用地の工作物を事業提案書記載の者以外に使用させる

こと 
２ 乙が前項により、第三者に本契約により生ずる権利の譲渡又は本契約上の地位

の承継を行う場合、乙は、当該第三者に対し、本契約における乙の甲に対する義

務と同等の義務を、当該第三者に負わせるものとする。 
 
（行政手続き等） 
第５条 借地事業を実施するために必要となる行政手続き等については、一団地認定

の手続きは甲が、借地事業に係るその他必要な手続きは乙が、それぞれ申請者と

なり、相互に協力し最善の努力によって実施するものとする。ただし、一団地認

定の変更手続きについては、甲の申請にあたって必要となる資料作成等の事務は

乙が行うものとする。 
 

第２章 借地事業用地への定期借地権の設定 
 
（借地事業用地の賃貸） 
第６条 甲は、乙が行う借地事業に要する事業用地として、その所有する次に掲げる

土地（以下「本土地」という。）に、定期借地権を設定して乙に賃貸し、乙はこれ

を賃借する。 
一 所 在 地 埼玉県さいたま市北区東大成町一丁目 159 番 5 
二 地   目 宅地 
三 地   積  2,139.81 ㎡ 

２ 本契約により甲が乙のために設定する借地権は、借地借家法第 22 条に基づく

定期借地権とする。 
３ 本契約は、借地借家法第 22 条に基づき、契約の更新及び建物の築造による存

続期間の延長がなく、並びに同法第 13 条の規定による買取の請求をすることが

できない。 
４ 甲は、乙に対し、本土地を現状有姿にて令和●年●月●日以降令和●年●月●

日までの間において甲が指定する日までに引き渡す。 
 
（用途） 
第７条 乙は、本土地を借地事業のために使用し、本契約の締結後 30 年を経過し予

め甲の事前の承諾を得た場合を除き、それ以外の用途に供してはならない。 
２ 乙は、本契約の存続期間中継続して借地事業を実施する。 

 
（賃貸借の期間） 



 

第８条 第 6 条に基づく賃貸借の期間は、本土地の引渡日から 50 年間とする。 
 
（賃貸料） 
第９条 第 6 条に基づく本土地の賃貸借に係る賃貸料は、年額【     】円とす

る。ただし、前条に定める期間の始期及び終期が年度の中途に掛かるときは、当

該年度分の賃貸料は、日割り計算により算出した額とする。 
２ 甲及び乙は、3 年ごとに路線価の変化に合わせて、前項の賃貸料の改定を請求

できるものとする。ただし、この場合の賃貸料が前項による賃貸料以下である場

合は、前項の賃貸料を据え置くものとする。 
 
（賃貸料の納付） 
第 10 条 乙は、前条の賃貸料を、初年度分及び次年度分については本土地の引渡し

が完了した日の属する月の翌月末日までに、それ以降の年度分については前年度

の 3 月末日までで甲が指定する日までに、甲が発行する納入通知書により、納付

しなければならない。 
 
（延滞利息の徴収） 
第 11 条 乙は、前条に定める期限までに賃貸料を納付しなかったときは、遅延日数

に応じ、納付すべき賃貸料の額に年 2.5 パーセントの割合を乗じて計算した金額

を延滞利息として甲に支払わなければならない。ただし、延滞利息の額のうち

100 円未満は切り捨てる。 
 
（保証金） 
第 12 条 乙は、第 9 条第 1 項に定める賃貸料の年額に相当する額を保証金として甲

に納付するものとする。 
２ 前項の保証金には、利息を付さないものとする。 
３ 乙は、本契約締結後、遅滞なく、第 1 項の保証金を甲の発行する納付書により、

甲に納付しなければならない。 
４ 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行し、第 25 条に定める本土地の返還を

終了したときは、乙に対し、保証金を還付するものとする。 
 
（本土地の調査等） 
第 13 条 乙は、事前に甲の許可を得た上で、本土地の引渡日前に本土地の測量や地

盤調査等を実施することができる。 
 ２ 甲は、乙が借地事業に係り行う本土地の測量や地盤調査等についての事前説明

又は事後報告を求めることができる。 
 
（契約不適合責任） 
第 14 条 本契約締結後、乙が本土地が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適

合しないもののあることを発見しても、甲はその責めを負わない。 
 
（現状変更の承諾） 
第 15 条 乙は、本土地の現状を変更しようとするときは、あらかじめ甲の承諾を得

なければならない。 
 
 



 

（保全義務） 
第 16 条 乙は、本土地の引渡し後、善良な管理者としての注意をもって、本土地の

維持管理、保全に務める義務を負う。 
２ 本土地の引渡し後、甲は本土地の修繕義務を負わないものとし、維持、管理等

に要する経費は、全て乙が負担する。 
 
 
（使用状況の調査等） 
第 17 条 甲は、必要があると認めるときは、本土地の使用状況について立入調査し、

又は乙に対して報告を求めることができる。この場合において、乙は、その調査

を拒み若しくは妨げ又は報告を怠ってはならない。 
 

第３章 借地事業の実施 
 
（事業スケジュール） 
第 18 条 乙は、事業提案書に基づき事業者施設の基本設計及び実施設計を実施し、

基本設計は令和●年●月●日までに、実施設計は令和●年●月●日までに甲に設

計図書を提出し、甲の承認を得なければならない。甲は、乙が期限までに設計図

書を提出しない場合には、乙に対して是正勧告を行うことができる。 
２ 乙は、基本設計及び実施設計の実施に併せて、借地事業に係る法令上の指定等

の法令上必要とされる手続きを自らの責任において行わなければならない。 
３ 乙は、前 2 項による基本設計、実施設計及び借地事業に係る関係法令等の手続

きが終了した後、令和●年●月●日までに事業者施設の建設工事（以下「建設工

事」という）に着工するものとする。この場合、乙は、工事着工までに工程表を

作成して甲に提出し、承認を受けなければならない。甲は、乙が期限までに建設

工事に着工しない場合には、乙に対して是正勧告を行うことができる。 
４ 乙は、建設工事着工後、甲に提出した工程表に従って建設工事を行い、令和●

年●月●日までに事業者施設を完成させるものとする。なお、甲は、乙が期限ま

でに事業者施設を完成しない場合には、乙に対して是正勧告を行うことができる。 
５ 乙は、事業者施設完成後、令和●年●月●日までに事業提案書に基づき事業者

施設の運営を開始させるものとする。なお、甲は、乙が期限までに事業者施設の

運営を開始しない場合には、乙に対して是正勧告を行うことができる。 
６ 乙は、第 1 項、第 3 項、第 4 項及び第 5 項の期限を変更する必要がある場合、

あらかじめ甲の承諾を受けなければならない。 
 
（施設の建設・運営） 
第 19 条 乙は、本土地において、募集要項及び事業提案書に従い、事業者施設を建

設し、事業者施設を自ら管理・所有し、借地事業を運営しなければならない。 
２ 乙は、自らの責任及び費用負担において借地事業を実施し、本契約に特に定め

がある場合を除き、甲に対し、借地事業に関し、増加費用等の負担を求めること

はできない。 
３ 乙は、賃貸借期間内において各事業年度の最終日から 3 ヶ月以内に、借地事業

に係る年次業務報告書及び決算状況報告書を甲に提出しなければならない。 
４ 甲は、乙の行う借地事業が、募集要項及び事業提案書に従っていない場合には、

乙に対して是正勧告を行うことができる。この場合、乙は甲の是正勧告に従い、

是正策を甲に提出し、甲の承認を受けて是正しなければならない。 



 

（住民説明等） 
第 20 条 乙は、事業者施設の建設・運営に当たっては、団地及び周辺住民に対して

十分な説明を行い、住民意見を尊重した事業運営に努めなければならない。 
 
（設計図書の変更等） 
第 21 条 乙は、必要があると認めるときは、あらかじめ甲と協議し、甲の承諾を得

た場合には、第 18 条第 1 項による設計図書を変更することができる。 
２ 甲は、必要があると認めるときは、第 18 条第 1 項による設計図書の変更の協

議を求めることができる。乙は、甲から当該協議の求めがあった場合、甲との間

で、誠実に協議に応じなければならない。 
 
（甲への報告等） 
第 22 条 乙は、甲からの要請があった場合、建設工事の進捗状況等について報告を

しなければならない。 
２ 乙は、前項の規定にかかわらず、建設工事が終了した場合、甲に報告しなけれ

ばならない。 
３ 甲は、事業者施設の完成時に、設計図書に従っているか、確認を行う。この場

合、乙は、甲の行う確認に協力しなければならない。 
４ 前項による確認の結果、設計図書に従っていないことが判明した場合、甲は乙

に対して是正勧告を行うことができる。この場合、乙は甲の是正勧告に従い、是

正策を甲に提出し、甲の承認を受けて是正しなければならない。 
 
（賃貸借期間内の建て替え等） 
第 23 条 乙は、賃貸借期間内に法改正などの理由により、施設・設備の建て替え若

しくは基幹構造部の改造等が必要となったときは、甲と協議し、甲の事前の承諾

を得なければならない。この場合の費用は乙の負担とする。 
 
（入居者の保護） 
第 24 条 借地事業の継続性に支障が生じた際に、事業者施設に入居者が有る場合は、

乙は、さいたま市の指導に従い、甲と協議の上、入居者の生活を保護するために

早急に必要な対応をしなければならない。 
 

第４章 契約の終了・解除 
 
（用地の返還） 
第 25 条 賃貸借期間終了日に事業者施設に入居者がある場合、乙は、入居者の生活

を保護するために必要な対応をしなければならない。 
２ 乙は、賃貸借期間終了日までに、自らの費用負担において事業者施設を安全に

解体、撤去し、本土地を整地するとともに、土壌汚染その他必要な検査を行い、

本土地を原状に回復して甲に返還しなければならない。ただし、甲の承諾を得た

基礎杭及び構築物については、解体、撤去を行わないことができるものとし、ま

た、乙が本契約締結日において既に本土地に土壌汚染が存することを証明した場

合には、乙は当該土壌汚染について責を負わない。 
３ 乙は、前項の解体、撤去及び検査に係る計画書を作成し、賃貸借期間終了日の

1 年前までに甲に提出し承認を得なければならない。 
 



 

４ 乙は、第 2 項の解体、撤去等の工事に当たり、事業者施設の利用者、団地及び

周辺住民に対して十分な説明を行い、要望に対しては最大限に尊重し、その対応

に努めなければならない。 
５ 乙は、第 2 項の解体、撤去及び検査を終了したときは、その結果報告書を甲に

提出しなければならない。 
６ 甲は前項の報告書を受領したときは、その日から 30 日以内に作業の完了を確

認するための検査を行わなければならない。甲は、当該検査の結果、本土地が原

状に回復していると認めるときは、その旨を乙に通知しなければならない。 
７ 乙は、前項の検査に合格しないときは、甲の指定する期間内に作業の補完を行

い、再検査を受けなければならない。この場合においては、前 2 項の規定を準用

する。 
 
（新たな賃貸借契約の締結） 
第 26 条 乙は、第 8 条の賃貸借の期間の終了に際し、新たな賃貸借期間を定める契

約を希望する場合にあっては、賃貸借の期間終了日の 2 年前までに甲に申し出な

ければならない。 
 
（不可抗力等による事業の終了又は遅延） 
第 27 条 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、騒乱、暴動そ

の他自然的又は人為的な現象のうち、通常の想定可能な範囲外のもの、ならびに

善良な管理者の注意義務を尽くしても回避できない第三者による損害等、甲及び

乙のいずれの責めにも帰すことのできないもの）により、借地事業の継続が困難

となったときは、甲又は乙の申し出により、甲乙協議のうえ本契約を終了させる

ことができる。 
２ 前項の場合、乙は、甲に本土地を原状回復して返還するものとする。この場合、

乙は、本土地の返還日までの間、第 9 条の賃貸料（同条第 2 項により改定が行わ

れた場合、改定後の金額）と同額の賃料相当損害金（本土地の返還日までの日割

り計算により算出）を甲に支払うものとし、甲は乙に対して、それ以外の損害賠

償その他の請求を行わないものとする。 
 
（甲の指示による事業の終了） 
第 28 条 甲は、本契約に基づく賃貸借の期間中、甲において本土地を公用又は公共

用に供するため必要を生じたときは、地方自治法第 238 条の 5 第 4 項に基づき

本契約を解除することができる。 
２ 前項に基づき本契約が解除された場合、乙は、甲に対し、地方自治法第 238 条

の 5 第 5 項に基づき損失の補償を求めることができる。 
 
（甲の催告による解除権） 
第 29 条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、相当の期間を定めてその履行

の催告をし、その期間内に履行がないときは、本契約を解除することができる。

ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社

会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。 
一 第 4 条の規定に違反したとき。 
二 正当な理由なく、事業に着手すべき期日を過ぎても事業に着手せず、又は中

断し、事業を実施する見込みがないと認められるとき。 
三 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 



 

（甲の催告によらない解除権） 
第 30 条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、直ちに本契約を解除すること

ができる。 
一 事業者施設に係る法令上の指定又は許可等が得られない、又は得られる見込

みがないことが明らかであるとき。 
二 借地事業に係る法令等の許可権者からの指導、是正勧告等に従わないなどに

より、事業を実施できない、又は実施する見込みがないことが明らかであると

き。 
三 正当な理由なく、本契約の締結後 6 ヶ月以上工事又は事業に着手せず、又は

中断し、事業を実施する見込みがないことが明らかであるとき。 
四  賃貸料その他の債務の納付を納付期限から 2 ヶ月以上怠ったとき。 
五 手形・小切手が不渡りになったとき、又は銀行取引停止処分を受けたとき。 
六 差押、仮差押、仮処分、競売・保全処分・滞納処分等の強制執行の申立を受

けたとき。 
七 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始等の申

立を受け、又は申立をしたとき。 
八 暴力団（暴力団員におる不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第

77 号）第 2 条第 2 号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（暴力団による

不当な行為の防止等に関する法律第 2 条第 6 号に規定する暴力団員をいう。）

が本土地を使用していることが判明したとき。 
九 公序良俗に反する行為があったとき、又はそのような行為を助長するおそれ

があるとき。 
十 甲の信用を著しく失墜させる行為をしたとき。 
十一 乙の信用が著しく失墜したと甲が認めたとき。 
十二 本契約書の規定に違反し、契約の目的を達成する見込みがないことが明ら

かであるとき。 
十三 法令の規定に違反し、改善の見込みがないことが明らかであるとき。 
十四 第 18 条第 1 項、第 3 項、第 4 項及び第 5 項並びに第 19 条第 4 項及び第

22 条第 4 項のいずれかの規定に基づく是正勧告について、乙が一定期間内に

是正することができなかったとき。 
十五 事業者施設の整備等に係る資金調達等ができなくなったことにより、事業

を実施できない、又は実施する見込みがないことが明らかであるとき。 
十六 前各号に準ずる事由その他、乙の責めに帰すべき事由により、甲が本契約

を継続しがたいと認めたとき。 
 

（甲の責めに帰すべき事由による場合の制限） 
第 31 条 第 29 条各号又は前条各号に定める場合が甲の責めに帰すべき事由による

ものであるときは、甲は、前 2 条の規定による契約の解除をすることができない。 
 

（乙の解除権） 
第 32 条 乙は、契約締結日から 30 年を経過した後は、本契約の存続期間中といえど

も、１年以上の期間をおいて申入れを行い、次項に定める違約金を支払うことに

よって、本契約を中途で解除することができるものとする。 
２ 乙が中途解除する場合の違約金は、第 9 条の賃貸料（同条第 2 項により改定が

行われた場合、改定後の金額）の年額とする。 
 



 

３ 乙が第 1 項により解除を行う場合、甲は、第 12 条の保証金を前項の違約金に

充当する。 
４ 乙が第 1 項の規定により契約を解除した場合、乙は、第 25 条の規定に準拠し

て、施設を解体、撤去し、甲に本土地を返還するものとする。契約解除の日まで

に本土地の返還が完了しなかった場合、乙は、契約解除の日から本土地の返還日

までの間、第 9 条の賃貸料（同条第 2 項により改定が行われた場合、改定後の金

額）の 1.5 倍に相当する額の損害金（本土地の返還日までの日割り計算により算

出する）を甲に支払うものとする。 
５ 乙が、第 1 項の規定により契約を解除する場合において、事業者施設に入居者

が有る場合は、甲は乙に対し、第 24 条に規定する措置を求めることができるも

のとし、乙はこれに従わなければならない。 
 
(甲の損害賠償請求等) 

第 33 条 甲が、第 29 条各号又は第 30 条各号の規定により契約を解除した場合にお

いては、第 12 条第 1 項の保証金は甲に帰属するものとし、甲は、当該保証金額

を超えて解除により損害を被った揚合には、当該超過損害の賠償を乙に請求する

ことができる。 
２ 甲が、第 29 条各号又は第 30 条各号の規定により契約を解除した場合、乙は、

施設を解体、撤去し、甲に本土地を返還するものとする。 
３ 前項の場合における、本土地の返還に際して甲及び乙がなすべき義務並びにそ

れに係る手続きについては、第 25 条各項の規定を準用する。この場合、第 25 条

1 項中「賃貸借期間終了日」とあるのは、「第 29 条各号又は第 30 条各号の規定に

より契約を解除した日」、第 25 条 2 項中「賃貸借期間終了日までに」、3 項中「賃

貸借期間終了日の 1 年前までに」とあるのは、「第 29 条各号又は第 30 条各号の

規定により契約を解除した日から直ちに」と読み替えるものとする。 
４ 甲が、第 29 条各号又は第 30 条各号の規定により契約を解除した場合、乙は、

本土地の返還日までの間、第 9 条の賃貸料(同条第 2 項により改定が行われた場

合、改定後の金額)の 1.5 倍に相当する額の損害金(本土地の返還日までの日割り

計算により算出する)を甲に支払うものとする。 
５ 甲が、第 29 条各号又は第 30 条各号の規定により契約を解除する場合におい

て、事業者施設に入居者が有る場合は、甲は乙に対し、第 24 条に規定する措置を

求めることができるものとし、乙はこれに従わなければならない。 
 
（用地の引渡しの不備に基づく措置） 
第 34 条 乙が正当な理由なく、事業者施設の解体、撤去若しくは本土地の原状回復、

又は第 25 条第 7 項の作業の補完を行わず、本土地の引渡しが期限内に完了しな

いと認められるときは、甲は、乙に代わって事業者施設の解体、撤去又は本土地

の原状回復を行うことができる。 
２ 前項の場合においては、乙は、甲が行う事業者施設の解体、撤去又は本土地の

原状回復の措置に異議を申し出ることができず、また、甲の措置に要した費用を

負担し、甲に生じた損害を賠償しなければならない。 
 

第５章 その他 
 
（第三者に及ぼした損害） 
第 35 条 本契約の履行に関して、第三者に損害を及ぼしたときは、乙がその損害を



 

賠償しなければならない。ただし、その損害のうち甲の責に帰すべき事由により

生じたものについては、甲が負担する。 
 
（秘密の保持） 
第 36 条 甲及び乙は、借地事業又は本契約に関して相手方からの開示を受けて知り

得た情報のうち次の各号に掲げるもの以外のものについて守秘義務を負い、当該

情報を第三者に漏らしてはならない。ただし、本事業に関して弁護士、公認会計

士又は税理士等に業務を委託する場合においては、この限りではない。 
一 開示の時に公知である情報 
二 開示者から開示を受ける以前に既に被開示者が自ら保有していた情報 
三 開示者が本契約に基づく秘密保持義務の対象としないことを承諾した情報 
四 開示者から開示を受けた後正当な権利を有する第三者から何らの秘密保持義

務を課されることなく取得した情報 
五 開示者から開示を受けた後被開示者の責めによらないで公知となった情報 
六 裁判所等により開示が命ぜられた情報 
七 甲が法令又は情報公開条例等に基づき開示する情報 

 
（管轄裁判所） 
第 37 条  本契約に関する紛争については、さいたま地方裁判所を第一審の専属管轄

裁判所とする。 
 
（契約の費用） 
第 38 条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 
 
（定めのない事項等） 
第 39 条 本契約に定めのない事項及び本契約に関し疑義が生じたときは、甲乙間で

協議して定めるものとする。 
 

（以下本頁余白） 
 
 
 
 
 

  



 

 本契約の成立を証するため、本書 2 通を作成し、契約当事者記名押印の上、それぞ

れその 1 通を所持する。 
 
 
  令和●年●月●日 
 
                   さいたま市浦和区高砂三丁目１５番１号 
                              甲  埼玉県 
 
 
                                        埼玉県知事  
 
 
 
 
                             乙 ○○○ 
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設計図書等 
 
 
 
 
 


